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（キーワード）�SDGs、ESG、PRI、PRB、TCFD、NGFS、グリーンファイナンス、�
サステナブルファイナンス、トランジションファイナンス、�
インパクトファイナンス、脱炭素経営、カーボンフットプリント

（視　点）

　本誌2022年8月号では、菅総理大臣（当時）による「2050年カーボンニュートラル宣言」を

きっかけに、「脱炭素」への注目度が高まってきた背景について、平易にまとめてみた。

　「脱炭素」は、「古くて新しい問題」でありながら、直近のコロナ禍での社会経済の混乱も相

まって、ここ数年間で「降って湧いた」ように受け止められている風潮がある。こうした中、

「脱炭素」を巡る新たな用語が次々に出てきており、錯綜している感がある。

　そこで、第2弾となる本稿では、信用金庫が「脱炭素」に取り組んでいくにあたり、重要とな

りそうなキーワードを抽出し、それぞれについて、平易に解説をしてみた。

　なお、解説にあたっては、制度や仕組み等に関わる「枠組み」、金融に関わる「ファイナン

ス」、自金庫の脱炭素への取組みや取引先への脱炭素支援等に関わる「企業経営」の3つの視点

に分けた。

（要　旨）
⃝�巽（2021）が「錯綜する枠組み」と表現しているとおり、「脱炭素」を巡る国際的な制度や

仕組み等は錯綜している。本稿では、枠組みに関するキーワードとして、「SDGs」、

「ESG」、「PRI」、「PRB」、「TCFD」、「NGFS」の6つを紹介した。
⃝�ファイナンスに関するキーワードについても、「脱炭素」の取組みが黎明期にあると思われ

ることから、新たな考え方等が加わるたびに生まれ、略語やカタカナ用語等が乱立、錯綜

している。本稿では、ファイナンスに関するキーワードとして、「サステナブルファイナン

ス」、「トランジションファイナンス」、「インパクトファイナンス」の3つを紹介した。
⃝�企業経営に関するキーワードでは、大企業だけでなく中小企業経営においても関連のある

「脱炭素経営」、「カーボンフットプリント」の2つを紹介した。

調 査

ポスト・コロナを見据えた「脱炭素」の実現に向けて②
－信用金庫として知っておきたい「脱炭素」のキーワード－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員
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はじめに

　本誌2022年8月号では、「脱炭素」への注

目度が高まってきた背景について、平易にま

とめた。しかし、「脱炭素」分野の専門用語

は、略語あるいはカタカナ用語等が多く、分

かりにくい部分がある。

　そこで本稿では、信用金庫が「脱炭素」に

取り組んでいくにあたり、重要となりそうな

キーワードを抽出し、それぞれの用語につい

て、平易に解説をしてみた。

　なお、解説にあたっては、制度や仕組み等

に関わる「枠組み」、金融に関わる「ファイ

ナンス」、自金庫の脱炭素への取組みや取引

先への脱炭素支援等に関わる「企業経営」の

3つの視点に分けることとした。

1．枠組みに関するキーワード

（1）SDGs

　SDGsは、「Sustainable Development Goals」

の略で、「持続可能な開発目標」と日本語訳さ

れている。2015年9月の国連総会で、193か国

すべての加盟国が合意し、「我々の世界を変

革する：持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」として採択された。17の国際目標と、

それぞれの目標に付随する169の達成基準か

ら構成され（図表1）、2030年までに、貧困や

飢餓、エネルギー、気候変動、平和的社会な

どの諸目標を達成するために国際連合が

主導する活動である。採択される2015年まで

は、SDGsの前身として、MDGs（注1）（Millennium 

Development Goals、ミレニアム開発目標）と

いう枠組みが存在した。

　国際連合主導あるいは国際目標というと、

信用金庫や中小企業には関係性が薄いように

感じられる。しかし、環境省では、「企業が

行う事業そのものはもちろん、普段から取り

（注）1�．発展途上国向けの開発目標として、2015年を期限とする8つの目標（貧困・飢餓、初等教育、女性、乳幼児、妊産婦、疾
病、環境、連帯）が設定されていた。

（出所）�外務省 国際協力局 地球規模課題総括課（2022.4）「持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けて日本が果たす役割」

図表1　SDGsにおける17の国際目標
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組んでいる節電や節水、社員の福利厚生な

ど、企業が行う行動すべてがSDGsとつなが

ります」と説明している（図表2）。すなわ

ち、SDGsは、「企業経営の道しるべ」とし

て、「経営リスクを回避するとともに、新た

なビジネスチャンスを獲得して持続可能性を

追求するためのツール」と表現し、身近なも

のとして位置付けている。

　また、2016年に設置されたSDGs推進本部（注2）

から、2021年12月に公表された「SDGsアクショ

ンプラン2022（注3）」では、グリーン分野あるい

は「脱炭素」について、以下のとおり、重点

事項が挙げられている。

　なお、本誌2020年9月号「ゼロから考える

（注）2�．設置根拠によると、本部長（内閣総理大臣）以下、内閣官房長官と外務大臣を副本部長、その他すべての国務大臣を本部
員として構成されている。なお、2016年12月に、持続可能な開発目標（SDGs）実施指針が決定されている。
3�．首相官邸ホームページ（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sdgs/index.html）を参照

図表2　企業活動とSDGsとのつながり

（出所）�環境省（2020.3）「すべての企業が持続的に発展するために〜SDGs活用ガイド〜」
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『信用金庫のSDGs』」（注4）でも、Q＆A形式で様々

に解説しているので、そちらも参照されたい。

（2）ESG

　巽（2021）から引用すると、ESGとは、企業

経営において、持続的な成長を遂げるために重

視するべきとされる「環境（Environment）、社

会（Social）、企業統治（Governance）」という

3つの要素の、それぞれの英語の頭文字を取っ

た略称である。また、この3要素には明確な定

義はないが、それぞれの具体的内容として、環

境は「気候変動、原子力発電、持続可能性」、

社会は「多様性、人権、消費者保護、動物福

祉」、企業統治は「経営構造、従業員問題、役

員報酬」等が挙げられる。

　ESGが注目されるようになったきっかけ

は、2006年4月に、コフィー・アナン国連事

務総長（当時）が提唱したPRI（Principles 

for Responsible Investment；責任投資原則）

である。このPRIについては、以下（3）で

解説する。

　ESGは、企業経営において取り組む課題

であり、その活動主体は、民間企業となる。

一方、上記（1）のSDGsは、国際連合で採択

された目標であり、その活動主体は、国際連

合および各国政府となる。すなわち、SDGs

とESGとの大きな違いは、それぞれの活動

主体が異なることといえる。

　なお、環境省「ESG地域金融実践ガイド」

では、ESG地域金融を「地域金融機関に期待

される、地域の特性に応じたESG要素に考慮

した金融機関としての適切な知見の提供や

ファイナンス等の必要な支援」としている。

（3）PRI・PRB

　PRIは、「Principles for Responsible 

Investment」の略で、「責任投資原則」と日

本語訳されている。

　2006年4月、コフィー・アナン国連事務総

長（当時）の提唱を受けて、国連環境計画・

金融イニシアティブ（注5）と国連グローバル・

コンパクト（注6）によって公表された。PRIで

は、機関投資家等が企業分析・評価を行う上

で、長期的な視点を重視し、ESG情報を考

慮した投資行動をとることを求めている。そ

の6つの投資原則は、図表3のとおりである。

図表3　6つの投資原則

原則1 私たちは、投資分析と意思決定のプロセスに
ESGの課題を組み込みます。

原則2 私たちは、活動的な所有者となり、所有方針
と所有慣習にESGの課題を組み入れます。

原則3 私たちは、投資対象の主体に対してESGの課
題について適切な開示を求めます。

原則4
私たちは、資産運用業界において本原則が受
け入れられ、実行に移されるように働きかけ
を行います。

原則5 私たちは、本原則を実行する際の効果を高め
るために、協働します。

原則6 私たちは、本原則の実行に関する活動状況や
進捗状況に関して報告します。

（備考）�国際連合（2019年）「責任投資原則 国際環境計画・
金融イニシアティブ（UNEP FI）と国連グローバ
ル・コンパクトと連携した投資家イニシアティブ」
から引用

（注）4�．信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/geppo20.htm）を参照
5�．1972年のストックホルム国連人間環境会議で採択された「人間環境宣言」および「環境国際行動計画」の実行機関とし
て、同年の国連総会決議に基づき設立された国連の補助機関のこと。
6�．コフィー・アナン国連事務総長（当時）の提唱で2000年に発足した、持続可能な社会を実現するための国際的な機関のこと。
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　 な お、2022年2月17日 現 在、 世 界 で は

4,787社、わが国では106社の機関投資家等が

署名している（注7）。

　また、PRBは、「Principles for Responsible 

Banking」の略で、「責任銀行原則」と日本語

訳されている。

　2019年9月、国連環境計画・金融イニシア

ティブが、PRIの銀行版として公表した。PRB

では、「社会の持続可能な繁栄が銀行業の発展

につながる」との認識のもと、銀行がSDGsや

パリ協定等の社会的目標に沿った事業戦略を

定め、金融仲介機関として主導的な役割と責

任を果たしていくことが求められている。

　なお、2021年11月26日現在、世界では265

社、わが国では8社（注8）の銀行等が署名して

いる（注9）。

（4）TCFD

　TCFDは、「Task Force on Climate-Related 

Financial Disclosures」の略で、「気候関連財

務情報開示タスクフォース」と日本語訳され

ている。2015年12月、金融安定理事会（注10）

（FSB：Financial Stability Board）が、マイ

ケル・ブルームバーグ元ニューヨーク市長を

委員長として設置した作業部会である。

　2017年6月には「TCFDの提言（最終報告

書）」（注11）が公表され、気候変動のリスクと

機会を経営レベルで把握し、事業戦略やリス

ク管理に反映させつつ、それらの財務的影響

を開示することを提言している。

　なお、2022年4月25日現在、世界で3,278

企業・機関、わが国では821企業・機関が賛

同を表明している（注11）。

（5）NGFS

　NGFSは、「Network for Greening the 

Financial System」の略で、「気候変動リス

ク等に係る金融当局ネットワーク」と日本

語訳されている。上記（4）のTCFDとは別

に、2017年12月、気候変動リスクへの金融

監督上の対応を検討する中央銀行、金融監

督当局の国際的なネットワークとして設立

された（注12）。なお、金融庁は2018年6月に、

日本銀行は2019年11月にメンバーとして参

加している。

　NGFSでは、金融機関の監督指針等に気候

変動をどのように取り入れていくべきか、気

候変動が金融システム全体に与える影響をど

う評価するか、低炭素経済と整合的な金融を

拡充していくうえでの課題はあるか等を議論

している。

　以上、「脱炭素」の枠組みに関する略語を解

説した。このうち、企業経営を巡る上記（2）

（注）7�．サステナ株式会社ホームページ（https://www.sustaina.org/ja/links/pri/）を参照
8�．新生銀行、九州フィナンシャルグループ、野村ホールディングス株式会社、株式会社滋賀銀行、株式会社三菱UFJフィナ
ンシャル・グループ、株式会社みずほフィナンシャルグループ、株式会社三井住友フィナンシャルグループ、三井住友トラ
スト・ホールディングス株式会社。
9�．サステナ株式会社ホームページ（https://www.sustaina.org/ja/links/prb/）を参照
10�．金融安定理事会には、主要25か国・地域の中央銀行、金融監督当局、財務省、主要な基準策定主体、IMF（国際通貨基
金）、世界銀行、BIS（国際決済銀行）、OECD（経済協力開発機構）等の代表が参加しており、事務局はBISに設置されて
いる。詳細は、日本銀行ホームページ（https://www.boj.or.jp/announcements/education/oshiete/intl/g06.htm/）を参照

11�．TCFDコンソーシアムホームページ（https://tcfd-consortium.jp/about）を参照
12�．日本銀行（2020）によると、2020年7月24日時点で、69のメンバーと13のオブザーバーが参加している。
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から（5）の専門用語について、図表4のとお

り、鳥観図を示したので参考にして欲しい。

2．ファイナンスに関するキーワード

　以下で解説する専門用語が注目される前か

らあったキーワードとして、「グリーンファ

イナンス」がある。2015年9月の国連総会で

採択された「SDGs」をきっかけにクローズ

アップされた用語である。大和総研（2017）

の解説によると、グリーンファイナンスと

は、「環境的に持続可能な開発に向けて、環

境に良い効果を与える投資へのファイナンス

のこと」であり、その対象は、環境問題の解

決に資する幅広い分野に及ぶ。

　なお、グリーンファイナンスについては、環

境省が、「グリーンファイナンスポータル（注13）」

で情報提供をしているので、参照されたい。

（1）サステナブルファイナンス

　サステナブルファイナンスは、一言でいう

と、「持続可能な社会を実現するための資金

供給」と解釈されよう。

　国際標準化機構は、サステナブルファイナ

ンスを「ESG等のサステナビリティに係る

要素を経済活動への資金提供手段に統合した

もの」と定義している。これを、全国銀行協

会（2022）を参考に平易に表現すると、「企

業などの利益のみに注目して投融資をするの

ではなく、ESGの視点を考慮して投融資を

行うことで、社会課題の解決を促すような新

しい金融の考え方や取組み」と言い換えられ

よう。金融庁（2021）は、「サステナブル

ファイナンスは、持続可能な経済社会システ

ムの実現に向けた広範な課題に対する意思決

定や行動への反映を通じて、経済・産業・社

会が望ましいあり方に向けて発展していくこ

とを支える金融メカニズム、すなわち、持続

可能な経済社会システムの構築という将来を

見据えた息の長い取組みである。」と記して

いる。要するに、サステナブルファイナンス

は、ESGに焦点をあてた幅広い金融商品・

サービスを含む概念といえよう。

　日本総研（2022）は、一般的にサステナブ

ルファイナンスと位置付けられるものとして、

「グリーンボンド」、「グリーンローン」、「グ

リーンABS（資産担保証券）」（注14）、「ソー

シャルボンド（注15）」、「サステナビリティボン

図表4　枠組みに関するキーワードの鳥観図

（備考）�信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（注）13�．環境省ホームページ（http://greenfinanceportal.env.go.jp/）を参照
14�．「グリーンボンド」、「グリーンローン」、「グリーンABS」は、ESGのうちE（環境）に関連する事業を資金使途とする債
券・ローン等のこと。

15�．資金使途が、福祉、医療、貧困、教育等の社会問題の解決に資する事業に限定されている債券のこと。
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ド（注16）」、「サステナビリティ・リンク・ロー

ン（注17）」等を挙げている。また、これらの残

高合計（2021年末時点）を、約1兆6,000億米

ドル（前年比＋112％）としている（注18）。

　なお、2021年10月13日に米国・ワシントン

で開催されたG20財務大臣・中央銀行総裁会

議の後に、共同声明（注19）の中で、サステナブ

ルファイナンスに関する内容が盛り込まれると

ともに、サステナブルファイナンスの実現に向

けて必要な行動計画をまとめた「G20サステナ

ブル・ファイナンス・ロードマップ（注20）」が公

表されている。

（2）トランジションファイナンス

　トランジションファイナンスは、一言でい

うと、「脱炭素化を実現する移行（トランジ

ション）に資する取組みへの資金供給」と解

釈されよう。

　経済産業省は、トランジションファイナン

スを、「脱炭素社会の実現に向けて長期的な

戦略に則り、着実なGHG（温室効果ガス）

削減の取組を行う企業に対し、その取組を支

援することを目的とした新しいファイナンス

手法」と定義している。また、日本総研

（2022）は、「『企業による長期的なトランジ

ション戦略』に則ったGHG排出削減の取組

みを評価して支援する新しい金融手法」と定

義している。これら定義に「長期的な」とい

う表現が共通しているとおり、上記（1）の

サステナブルファイナンスと比較すると、長

期的な視点から捉えた概念といえる。巽

（2021）は、「パリ協定に沿って、長期的な

トランジション（移行）戦略を描く企業やプ

ロジェクトへの資金供給を目的とするファイ

ナンス」と分かりやすく定義づけしている。

　経済産業省は、環境省、金融庁とともに、

国際資本市場協会が2020年12月に公表した

国際原則「クライメート・トランジション・

ファイナンス・ハンドブック」を踏まえ、

「クライメート・トランジション・ファイナ

ンスに関する基本方針」（以下、「基本方針」

という。）を策定した。この中で、トランジ

ションファイナンスの位置づけは、図表5の

とおり示されている（注21）。また、同省は、ト

ランジションファイナンス市場の形成に向け

て、基本指針に適合する事例を支援するた

め、「トランジション・ファイナンスモデル

事業（注22）」に取り組んでおり、金融機関や企

業等でのノウハウの蓄積を期待しながら、具

体的な事例の積上げに努めている。

（注）16�．ESGのうちE（環境）とS（社会）の双方に関連する事業を資金使途とする債券のこと。
17�．借り手が社会の持続可能性に関する重要業績評価指標（KPI）とその目標を定めて当該目標を達成すれば、低い利率が適
用されるローンのこと。

18�．サステナブルファイナンスの市場規模を示す公的な統計は存在しない。
19�．財務省ホームページ（https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/g20/index.htm）を参照
20�．5つの重点領域として、「重点領域1：持続可能性の目標達成に向けた市場開拓と投資アプローチ」、「重点領域2：持続可能
性に関するリスク、機会および影響に関する一貫した、比較可能で意思決定に役立つ情報」、「重点領域3：気候変動・サス
テナビリティリスクの評価と管理」、「重点領域4：国際金融機関の役割、公的資金、政策的インセンティブ」、「重点領域5：
横断的な課題」が挙げられている。

21�．基本方針では、四要素として、「要素1 資金調達者のクライメート・トランジション戦略とガバナンス」、「要素2　ビジネ
スモデルにおける環境面のマテリアリティ」、「要素3　科学的根拠のあるクライメート・トランジション戦略（目標と経
路）」、「要素4　実施の透明性」が掲げられている。

22�．経済産業省ホームページ（https://www.meti.go.jp/press/2021/02/20220214001/20220214001.html）を参照
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（3）インパクトファイナンス

　環境省（2020）は、インパクトファイナ

ンスについて、「投融資において環境・社

会・経済へのインパクトを追求する多様な動

きのうち、ESG金融の発展形として適切な

リスク・リターンを追求するもの」と位置付

けている。また、「インパクト」は、「組織に

よって引き起こされるポジティブ又はネガ

ティブな環境、社会又は経済に対する変化の

ことをいい、直接的な成果物や結果（アウト

プット）ではなく、それにより環境、社会又

は経済面にどのような違いを生み出したかと

いう効果」と定義されている。いわゆる、経

済活動の尺度ともいえよう。

　また、インパクトファイナンスは、以下の

4つの要素をすべて満たすものと定義づけて

られている。

　要約すると、インパクトファイナンスは、

ESG金融の発展形ということで上記（1）の

サステナブルファイナンスより資金使途の対

象範囲は広く、かつインパクトを測定すると

要素①�　投融資時に、環境、社会、経済の
いずれの側面においても重大なネガ
ティブインパクトを適切に緩和・管
理することを前提に、少なくとも一
つの側面においてポジティブなイン
パクトを生み出す意図を持つもの

要素②�　インパクトの評価及びモニタリン
グを行うもの

要素③�　インパクトの評価結果及びモニタ
リングを行うもの

要素④�　中長期的な視点に基づき、個々の
金融機関／投資家にとって適切なリ
スク・リターンを確保しようとする
もの

図表5　トランジションファイナンスの概念

（出所）�経済産業省ホームページ（トランジション・ファイナンス）
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いうことで言えば、長期的な視点の取組みと

いえよう。

　上記の専門用語を、脱炭素に取り組むにあ

たっての「期間（視野）」の長さ（広さ）、投

融資にあたっての資金使途の範囲の広さ、環

境的・社会的影響の大きさの3軸から鳥観図

を示したので参考にして欲しい（図表6）。

　そのほか、2020年9月に、経済産業省から

公表された「クライメート・イノベーショ

ン・ファイナンス戦略2020」では、上述し

た「グリーンファイナンス」や上記（2）の

「トランジションファイナンス」を包含する

「クライメート・イノベーション・ファイナ

ンス」の必要性が強調されている。

　このように、「脱炭素」を巡るファイナン

スに関連した用語は、新たな考え方等が加わ

るたびに生まれ、略語やカタカナ用語等が乱

立、錯綜している。こうしたことから、金融

機関等による「脱炭素」に向けた取組みは、

まだ黎明期にあるといえよう。

3．企業経営に関するキーワード

（1）脱炭素経営

　「脱炭素経営」については、環境省から、

「TCFD（注23）を活用した経営戦略立案のスス

メ〜気候変動関連リスク・機会を織り込むシ

ナリオ分析実践ガイドver3.0〜」、「SBT（注24）

等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガ

イドブック」が公表されている。また、中小

企業向けに「中小規模事業者のための脱炭素

経営ハンドブック」も公表されている（注25）。

　環境省（2022）は、世界的なESG金融の

動きと併せて、産業競争力確保のため、大企

業にはサプライチェーン全体での脱炭素化が

求められており、中小企業にも脱炭素化の取

組みが必要であるとしている。このことか

ら、脱炭素経営は、企業の事業活動全体にお

ける温室効果ガス排出削減の取組みと定義づ

けられよう。

　脱炭素経営では、企業自らの排出削減だけ

ではなく、サプライチェーン（注26）全体での排

出削減が目標となる（図表7）。なお、サプ

ライチェーン全体の排出量算定については、

環境省が公表する「サプライチェーン排出量

図表6　�ファイナンスに関するキーワードの
鳥観図

（備考）�信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

（注）23�．本稿の1（4）を参照
24�．「Science Based Targets」の略で、「科学と整合した目標設定」や「科学的根拠に基づいた目標設定」と日本語訳される。
企業が環境問題に取り組んでいることを示す目標設定の一つである。

25�．環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/press/109464.html）を参照
26�．原料調達・製造・物流・販売・廃棄等、一連の流れ全体のこと。



26	 信金中金月報　2022.9

算定の考え方（注27）」に詳しい。

　また、環境省（2022）は、中小企業が脱

炭素経営に取り組むメリットを5つ挙げてい

る（図表8）。このうち、特に重要なメリッ

トは、脱炭素化への率先した取組みによって

サプライチェーンに留まり受注機会を確保も

しくは拡大できること、金融機関から好条件

での資金調達が期待できること等であろう。

（2）カーボンフットプリント

　環境省（注28）によると、「カーボンフットプリ

ント（CFP：Carbon Footprint of Products）」

は、すべての商品・サービスがつくられてから

捨てられるまでのライフサイクルの各過程で

排出された温室効果ガスの量を追跡した結果、

その追跡から得られた全体の量を二酸化炭素

量に換算して表示したものである（図表9）。

　事業者と消費者の間で二酸化炭素排出量の

削減への行動に関する「気づき」を共有する

図表7　サプライチェーン排出量

（注1）Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
（注2）Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
（注3）Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）
（出所）環境省ホームページ

図表8　中小企業が脱炭素経営に取り組む5つのメリット

（出所）�環境省（2022年2月）「カーボンニュートラルに向けた地域での脱炭素経営」

（注）27�．環境省ホームページ（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/supply_chain_201711_all.pdf）
を参照

28�．環境省ホームページ（https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/ecolabel/a05.html）を参照
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とともに、数値で「見える化」された情報を

用いて、事業者がサプライチェーンを構成す

る企業間で協力し、さらなる二酸化炭素排出

量の削減を推進する目的がある。「見える

化」するという観点から、カーボンフットプ

リントは、上記（1）の脱炭素経営への取組

みを側面支援するものといえよう。

　なお、巽（2021）によると、世界的には、

PCAF（注29）（Pa r t n e r s h i p  f o r  C a r b o n 

Accounting Financials） が、2020年11月 に、

「Grobal GHG Accounting and Reporting 

Standard for the Financial Industry」という

算出基準を策定している。また、国内では、

2012 年4月から、一般社団法人産業環境管理

協会により、CFPプログラム（カーボン

フットプリントコミュニケーションプログラ

ム）（注30）の運用が開始されている。

おわりに

　以上、「脱炭素」をテーマとした調査レ

ポートをシリーズとして掲載していくにあ

たって、今後のキーワードとなりそうな専門

用語を解説した。

　次回以降では、それぞれのキーワードに関

する具体的な事例等を交えながら、信用金庫

および中小企業の視点から「脱炭素」を読み

解いていくことにしたい。

図表9　カーボンフットプリントの例

（出所）�環境省ホームページ

（注）29�．投融資におけるすべての資産クラスへのカーボンフットプリント算出の基準を策定している機関。なお、2021年7月に、
みずほフィナンシャルグループが、わが国初の金融機関としてPCAFに加盟している（https://www.mizuho-fg.co.jp/
release/20210702release_jp.html）。

30�．経済産業省が主導して2011年度まで実施していた「カーボンフットプリント制度試行事業」を引き継いだ事業。詳細は、
一般社団法人産業環境管理協会ホームページ（https://www.cfp-japan.jp/）を参照
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